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1. はじめに 

 一般的な汚泥処理が[濃縮→(消化)→脱水

→有効利用]と進んでいくのに対して、小規

模下廃水処理施設では脱水設備を保有して

いないことが多い。そのような処理施設で

の汚泥処理は[貯留もしくは濃縮→脱水設

備のある処理場までの輸送]となっており

この輸送コストが大きな負担となっている。

いくつかの小規模処理施設においては移動

式脱水車による処理を行っている地域もあ

るが老朽化が大きな課題となっている。高

価な設備であるため更新が難しく、将来的

にはバキュームカーによる汚泥輸送に代わ

る可能性があるが、長い輸送距離や人材減

少から汚泥処理の負担は依然として大きい。

今後、施設老朽化や人口減少による下水道

財政の悪化に伴い汚泥処理を十分に行えな

い地域が全国的に発生する可能性がある。 

既存の汚泥処理技術は消化工程の効率化

や脱水後の有効利用を対象としたもの、大

都市での適応を前提としたものが多く、小

規模処理施設向け、特に汚泥輸送の負担を

減らすことを目的とした汚泥減量技術は少

ない。そのため、そのような地域に適用でき

る低コストで維持管理が容易な汚泥処理技

術があるとよい。 

一方本研究室で研究を行っている間欠接

触酸化法は無曝気で下水中の有機物を除去

する方法である。これまでの研究から本手

法によって前述の課題を解決できる可能性

が示されている。 

2. 目的 

 本研究では各要因(厚み、運転条件、温度、

長期間)による汚泥減量への影響を調査し

今後の装置開発に繋がる基本的な汚泥減量

能を評価すること、またそれらを用いて間

欠接触酸化法を活用した汚泥減量装置を提

案することを目的とした。 

3. 実験方法 

図 1 に示す実験装置を使用して A~C の実

験を行った。 

 

装置は下水処理場内に設置し、同様の設計

の G1,G2 二つの装置を使用した。実験に用

いる汚泥はすべて同処理場内の返送汚泥を

使用した。容積 3.78 L の直方体水路に

700×800×10mm の連続気泡ポリウレタンス

図 1 間欠接触酸化実験装置 



ポンジ(BCD-2 アキレス株式会社)を設置し

た。水路内部における酸素消費速度と温度

変化を確認するため酸素センサ、温度セン

サを設置した。循環水槽内に返送汚泥と水

道水の混合液(5~5.5L)を添加し、循環用ポン

プ(500~550ml/min)を一定時間ごとに稼働さ

せることで水路内を間欠的に循環させた。

循環の際には循環水槽に沈殿している汚泥

を攪拌するために攪拌用エアポンプを起動

させた。各実験において 6 時間ごとにエア

ポンプにより水路内の空気を入れ替えた。 

実験 D では容積 0.0105L(30×35×10mm)

の酸素センサを取り付けた密閉反応器を使

用した。 

実験 A：汚泥の質量･体積減少の確認 

図 1 の装置を用いて「15 分循環、45 分間

干出」という条件で約 1 週間の運転を行っ

た。運転開始時と終了時の装置全体に残存

している汚泥について、汚泥の強熱減率量

(VS)、1g の汚泥が占める ml 体積(SVI) を比

較することで汚泥の質量･体積としての減

少を確認した。スポンジ厚を 10、20mm と

する 2 つの装置を運転し厚みの影響を確認

した。9 月 20 日~9 月 26 日、9 月 26 日~10

月 3 日までの 2 回行った。 

実験 B：運転条件による影響評価 

 図 2 のように 1 日当たりの循環回数が異

なる 6 つの条件で運転を行い、酸素消費速

度の比較を行うことで汚泥減量性能の比較

を行った。温度も並行して測定した。

 

実験 C：長期間運転の影響 

実験 B 終了後の装置を継続して使用した。

約 1 週間ごとに循環水槽の汚泥を入れ替え

た。なお 11 月 20 日より電気毛布による装

置の加温を行った。 

実験 D：温度による影響評価 

実験 C 中の実験装置より採取したスポン

ジ(30×35×10mm)を反応器内に静置した。

容器を 10、20、22、30℃に設定したインキ

ュベータ内で 5 時間培養し、各温度におけ

る酸素消費速度を比較した。 

4. 実験結果 

 実験 A の結果を表 1 に示す。すべての系

において VS が減少した。減少率は 大で

37%であった。減少した VS 量を COD 量に

換算した値と消費された酸素量は概ね一致

した(図 3)。汚泥の体積(SVI)も減少した。ま

た各結果でスポンジ厚による差は確認され

なかった。 

実験 B の結果を図 3 に示す。循環回数と

酸素消費速度には有意な関係が見られなか

った。 

実験 C 中の酸素消費速度の推移を図 4 に

示す。酸素消費速度は 2.9 ~ 12.6 g/㎡･Day で

推移し、平均全平均は 6.9 g/㎡･Day であっ

図 2 運転パターンイメージ図 



た。毛布による加温を開始した 11 月 20 日

からは酸素消費速度が増加した。   

実験 D の結果と C の温度と酸素消費速度

を図 5 に示す。いずれの結果においても温

度上昇に伴い酸素消費速度は増加した。

大消費量は実験 D において 20℃で約 8.7 g/

㎡･Day 、30℃で約 17 g/㎡･Day であった。 

5. 考察 

 表 1 より間欠接触酸化法によって汚泥は

質量･体積共に減少することが分かった。特

に体積としての減少は重要である。小規模

施設において汚泥は汚泥貯留槽に一時的に

貯留され、一定間間隔で外部の処理施設に

輸送される。汚泥体積が減少すれば輸送頻

度が減ることになる。この結果から本手法

が汚泥減量技術として有用であることが示

された。また図 3 に示されるようにから汚

泥の減量が好気的に発生していることが分

かった。スポンジ厚による影響がなかった

こと、好気的な反応であることを考えると、

スポンジの見掛け上の表面積(内部の空隙

を含まない)が性能に影響すると考えられ

る。 

図 4 からは汚泥の循環に性能を促進する

効果はなく、スポンジに汚泥を添加する意

味を持つ操作であること、1 日 1 回程度で

十分であることが示唆された。ここからは

実際の装置として運転する際に掛かるエネ

ルギーコストが小さいと言うことが出来る。  

図 5 からは長期間運転に伴うスポンジの

図 3 汚泥減少量と消費酸素量 

表 1 実験 A の結果 

図 5 実験 C の結果 

図 4 実験 B の結果 

図 6 実験 C,D の結果 



閉塞により性能が致命的なまでに低下する

ことがないように考えられる。しかし長期

間とは言え 9 週間程度の運転であったため、

さらに運転が長期間に及べば異なる挙動を

示す可能性がある。そのため今後より長期

間の挙動を観察する必要がある。 

図 6 では温度と酸素消費速度に相関がみ

られたことから加温することで本手法の性

能を向上できることが分かった。また、同様

の条件であるにも関わらず、G2 の酸素消費

速度が大きく出ている。水路内部を観察し

たところ G2 内部には大量の水棲ミミズが

存在していた。つまり、本手法においては長

い食物連鎖の形成によるエネルギー消散が

汚泥減量に寄与している可能性がある。そ

のため、より多くの高等生物を装置系内に

保持することでさらに性能を向上できるこ

とが示唆された。 

6. 予想される装置と適用可能性の評価 

本実験から得られた結果をもとに図 7 に

示すような装置を考えることが出来る。

本研究で使用した装置と類似した構造であ

り、小規模処理施設の汚泥貯留槽と接続す

る。また表面積を確保するために多段に配

置する。底面を金網状にすることも考えら

れる。本装置の汚泥減量性能は以下のよう

に見積もることが出来る。使用できる装置

体積が 1㎥として、スポンジ厚 10mmとし、

勾配 2%だとスポンジ(1250×80mm)を 33 段

重ねることが出来る(約 2cm 間隔となる。つ

づら折りとなるため流下方向を短くする)。

ここで実験 C の結果を用いると 20℃におい

て 287 g-O /㎥･Day という性能になる。1 日

当たりの発生汚泥量を COD で考えると、1

人が 1 日にCODあたり 100g 排出するとし、

汚泥転換率を 40%として、40g-o/人･Day。つ

まり間欠接触酸化装置 1 ㎥で 1 日に 14 人分

の汚泥を質量として半減することが出来る。

仮に 30℃まで加温できるのであれば性能は

561 g-O /㎥･Day まで上昇する。 

この装置の利点として 1) 無曝気技術で

ある、2) 簡単な設備のみで構成される、3) 

装置に追加･除去がしやすく、将来的な負荷

変動にも対応できる、という点が挙げられ、

安価で人口増減にも対応可能な装置となる。

このことから小規模施設にて適用できる可

能性は十分にある。 

7. まとめ 

 本研究では間欠接触酸化法によって汚泥

が質量･体積ベースで減量することを示し

た。また循環回数ではなく温度が性能に影

響を与えることが示された。さらに高等生

物の出現により性能が向上することが示唆

された。見積もられた減量性能は質量とし

て 287g-O/㎥･Day(20℃)でありいくつかの

利点から小規模処理施設おける汚泥処理の

負担を軽減する技術となりうることを示し

た。今後は汚泥体積減少の更なる確認と指

標の算出、汚泥減量メカニズムの解明、 適

化した装置の設計を行う必要がある。 

図 7 予想される装置構成 


